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令和７年度答申第２１号 

令和７年８月１日  

 

諮問番号 令和７年度諮問第２１号から第２３号まで（いずれも令和７年６月２４

日諮問） 

審 査 庁 法務大臣 

事 件 名 行政文書の開示実施手数料に係る減免申請拒否処分に関する件３件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの各審査請求に関する上記審査庁の各諮問に対し、次のとお

り答申する。 

 

結     論 

 

本件の各審査請求は棄却すべきであるとの各諮問に係る審査庁の

判断は、いずれも妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が、Ａ矯正管区長

（以下「処分庁」という。）に対し、行政機関の保有する情報の公開に関する

法律施行令（平成１２年政令第４１号。以下「情報公開法施行令」という。）

１４条２項の規定に基づき、開示請求８件による各開示決定に係る行政文書に

ついて開示の実施に係る手数料（以下「開示実施手数料」という。）の減額又

は免除の各申請をしたところ、処分庁が、審査請求人は開示実施手数料を納付

する資力がないとは認められないとして、減額又は免除をしないとの各決定を

したことから、審査請求人がこれらを不服として各審査請求をした事案である。 

１ 関係する法令等の定め 

（１）行政文書の開示請求 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。

以下「情報公開法」という。）３条は、何人も、この法律の定めるところ
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により、行政機関の長に対し、当該行政機関の保有する行政文書の開示を

請求することができると規定している。 

（２）行政文書の開示決定 

ア 情報公開法９条１項は、行政機関の長は、開示請求に係る行政文書の

全部又は一部を開示するときは、その旨を決定し、開示請求者に対し、

その旨及び開示の実施に関し政令で定める事項を書面により通知しなけ

ればならないと規定している。 

イ 上記アの委任を受けて、情報公開法施行令６条１項は、情報公開法９

条１項の政令で定める事項は、開示決定に係る行政文書について求める

ことができる開示の実施の方法（１号）、開示の実施の方法ごとの開示

実施手数料の額（２号）などとすると規定している。 

（３）手数料 

ア 情報公開法１６条１項は、開示請求をする者又は行政文書の開示を受

ける者は、政令で定めるところにより、それぞれ、実費の範囲内におい

て政令で定める額の開示請求に係る手数料（以下「開示請求手数料」と

いう。）又は開示実施手数料を納めなければならないと規定している。 

上記委任を受けて、情報公開法施行令１３条１項は、１号において開示

請求手数料の額を、２号において開示実施手数料の額を定めている。 

イ 情報公開法１６条３項は、行政機関の長は、経済的困難その他特別の

理由があると認めるときは、政令で定めるところにより、同条１項の手

数料を減額し、又は免除することができると規定している。 

上記委任を受けて、情報公開法施行令１４条１項は、行政機関の長（情

報公開法１７条の規定により委任を受けた職員があるときは、当該職員。

以下情報公開法施行令１４条において同じ。）は、行政文書の開示を受け

る者が経済的困難により開示実施手数料を納付する資力がないと認めると

きは、開示請求１件につき２，０００円を限度として、開示実施手数料を

減額し、又は免除することができると規定している。 

そして、情報公開法施行令１４条２項は、前項の規定による開示実施手

数料の減額又は免除を受けようとする者は、開示決定をした行政機関の長

に対してその求める行政文書の開示の実施の方法等の申出をする際に、併

せて当該減額又は免除を求める額及びその理由を記載した申請書を提出し

なければならないと規定し、同条３項は、前項の申請書には、申請人が生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）１１条１項各号に掲げる扶助を受
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けていることを理由とする場合にあっては当該扶助を受けていることを証

明する書面を、その他の事実を理由とする場合にあっては当該事実を証明

する書面を添付しなければならないと規定している。 

（４）権限又は事務の委任 

ア 情報公開法１７条は、行政機関の長は、政令で定めるところにより、

第２章（３条から１６条まで）に定める権限又は事務を当該行政機関の

職員に委任することができると規定している。 

イ 上記アの委任を受けて、情報公開法施行令１５条１項（令和３年政令

第１９５号による改正前のもの）は、行政機関の長は、情報公開法１７

条の規定により、国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）７条の

官房、局又は部の長に情報公開法第２章に定める権限又は事務のうちそ

の所掌に係るものを委任することができると規定している。 

ウ 上記イの委任を受けて、平成１４年８月８日付け法務省秘公訓第７１

１号大臣訓令「法務省の保有する行政文書の開示に係る権限又は事務の

委任に関する訓令」は、「矯正管区長」に、法務大臣の所掌に係る情報

公開法第２章に定める権限又は事務のうち、矯正管区及びその庁の管轄

区域内に所在する刑務所、少年刑務所、拘置所等の所掌に係るものを委

任すると定めている。 

２ 事案の経緯 

本件の経緯は、別紙１のとおりである（同別紙で定める略称は、以下の本文

においても用いるものとする。）。 

３ 審査請求人の主張の要旨 

（１）本件審査請求１に係る主張 

審査請求人は、令和２年５月まで刑事施設に拘留されており、釈放され

た後も定収入がなく、大半の口座も検察・警察に凍結処理されたために、

再度の口座開設も銀行に拒否される状況である。 

   現在の残高は疎明の通帳のとおりで、係争中の訴訟費の負担を強いられ

ており、第三者の援助がなければ日常の生活費すらままならない状況であ

り、資力がないことは明白である。審査請求人は既に刑事施設になく、衣

食住医の費用等も賄わねばならず、近く生活保護を申請予定でもあるので、

原決定が訴訟で取り消されることは明白である。 

（２）本件審査請求２に係る主張 

   審査請求人は資力がなく、最新の訴訟救助決定において司法判断として
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「資力なく」が多数認められていることに加え、行政判断としても「緊急

小口資金の特例貸付」手続において「生活困難なレベルの資力」であるこ

とが認められ、決定を受けているため、処分庁の判断は、理由がないもの

である。 

（３）本件審査請求３に係る主張 

   審査請求人に資力が無いことは添付の生活福祉資金貸付決定通知書のと

おり明白であり、原決定に理由がない。また、貸付資金を訴訟費に用いる

ことは「貸付中の遵守事項」に反し許されない。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

 １ 本件審査請求の関係法令は、上記第１の１のとおりであるところ、開示実施

手数料を納付する資力の有無に係る審査については、適切な減免の実施とい

う観点から、実質的な審査をすべきである。 

   審査請求人は、別紙１のとおり、本件減免申請１から８まで（以下併せて

「本件各減免申請」という。）をした際に、開示実施手数料を納付する資力

がないことの疎明資料として、令和元年１２月１７日、令和２年１月６日、

同年２月４日、同年２月１０日、同年３月２日、同年４月１日及び同月１７

日の各時点において領置金の残高が０円又は１７円である旨の本件領置金残

高額証明書１から８まで（以下併せて「本件各領置金残高額証明書」とい

う。）を提出したものの、本件減免申請拒否処分１から８まで（以下併せて

「本件各減免申請拒否処分」という。）の判断の基礎となった資料である領

置金基帳（刑事施設収容時の審査請求人の領置金に係る支出等が記載された

資料）を確認したところ、Ｂ刑務所に収容された日の翌日である平成３１年

３月７日に領置金３万６０３０円を保管替えにより受け取り、翌月以降、少

なくとも１か月に１回以上の頻度で金銭の差し入れが行われている事実があ

り、本件減免申請１をした７日前の令和元年１２月１９日には１万円の差し

入れを受けているほか、本件減免申請２をした１日前の令和２年１月１７日

には１万０５７５円の差し入れを受け、本件減免申請３及び４をした同年２

月には４，４７５円の差し入れを受け（同月２０日）、本件減免申請５及び

６をした同年３月には５，９６５円の差し入れを受け（同月２３日）、本件

減免申請７及び８をした同年４月には７，６０５円の差し入れを受け（同月

２０日（本件減免申請８の８日前））、満期釈放日（同年５月２４日）にお

ける領置金の残高額は、１１８万５６７２円であったため、本件の各開示実

施手数料を納付することができる十分な資力があったものと認められる。し
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たがって、審査請求人は、本件各減免申請時に各開示実施手数料を納付する

資力がなかったとは認められない。 

 ２ 審査請求人は、厚生労働省が発出する令和２年３月１１日付け社援発０３１

１第８号「生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付の実施

について」に基づく、緊急小口資金等の特例貸付に係る、生活福祉資金貸付

決定及び民事訴訟法８２条に基づく訴訟費用の救助申立決定により、生活困

窮が認められていることは明白であるなどと主張しているところ、いずれの

決定も本件各減免申請よりも後の時点における審査請求人の経済状況に関す

るものであるから、本件各減免申請時に審査請求人に資力がなかったことの

理由にはならない。 

 ３ 以上のことから、本件各減免申請拒否処分において、本件各減免申請に対し

て、開示実施手数料を減額及び免除しないことは、審査請求人に当該開示実

施手数料を納付する資力がないとは認められないので、妥当である。 

 ４ 審査請求人は、その他種々主張するが、いずれも上記判断を左右するもので

はない。 

 ５ したがって、本件各審査請求には理由がないから、行政不服審査法（平成２

６年法律第６８号）４５条２項の規定により、棄却されるべきである。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件の各諮問に至るまでの一連の手続について 

（１）本件の各諮問事件に係る一件記録によると、本件各審査請求から本件の

各諮問に至るまでの一連の手続の経過は、別紙２のとおりである。 

（２）そうすると、本件の各諮問事件では、いずれも、①審査請求の受付から

審理員の指名までに約３年８か月以上、②反論書の提出期限から審理員意

見書の提出までに３か月２９日、③審理員意見書の提出から諮問までに３

か月以上を要した結果、審査請求の受付から諮問までに４年８か月以上も

の長期間を要している。 

しかし、上記①から③までの各手続に上記の期間を要したことについて特

段の理由があったとは認められない。特に、上記①の手続については、いず

れも約３年８か月以上もの期間を要しているが、審理員の指名にそのような

長期間が必要であったとは考えられない。 

そして、審査庁は、審査請求人による別件の審査請求事件（令和６年度諮

問第１号事件（令和６年度答申第５号）及び令和６年度諮問第１１号事件

（令和６年度答申第１３号））のてん末を待っていた等と説明するが、令和
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６年度答申第５号は令和６年５月１０日、同答申第１３号は同年６月２１日

にされており、それ以降、本件の各諮問までに１年以上もの長期間を要した

ことにつき、特段の事情があったとは認められない。 

行政不服審査法は、簡易迅速な手続の下で国民の権利利益の救済を図る

ことを目的としている（１条１項）から、審理員及び審査庁が上記の各手

続を遅延したことにより、本件各審査請求の受付から本件の各諮問までに

４年８か月以上もの長期間を要したということは、上記目的に甚だしくも

とるものといわざるを得ない。 

審査庁においては、行政不服審査法の上記目的を達成することができる

ように、審査請求事件の処理体制を見直すとともに、その進行管理の仕方

を改善されたい。 

（３）上記（２）で指摘した点以外では、本件各審査請求から本件の各諮問に

至るまでの一連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件各減免申請拒否処分の違法性又は不当性について 

（１）情報公開法施行令１４条１項によれば、行政文書の開示を受ける者は、

経済的困難により開示実施手数料を納付する資力がないと認められなけれ

ば、開示実施手数料の減額又は免除を受けることができない。 

（２）そこで、審査請求人に本件における各開示実施手数料を納付する資力が

あったか否かについて検討すると、以下のとおりである。 

ア 審査請求人は、本件各減免申請をした際、処分庁に対し、各開示実施

手数料を納付する資力がないことの疎明資料として、本件各減免申請を

行う数日又は十数日前の時点で領置金の残高が「０円」又は「１７円」

である旨の記載のある本件各領置金残高額証明書を提出した（別紙１の

２から４まで）。 

しかし、領置金基帳によれば、次のように認められる。 

（ア）審査請求人は、①Ｂ刑務所に収容された日の翌日である平成３１年

３月７日に領置金３万６０３０円を保管替えにより受け取ったこと、

②そこから本件各減免申請時までに、同年４月１６日に２万円、令和

元年５月２７日に２万円、同年６月５日に１万円、同年７月５日に２

万円、同年８月１３日に３万５０００円、同年９月１２日に２万円、

同月３０日に２万円、同年１０月２８日に３万円、同年１１月２２日

に２万円、同年１２月１９日に１万円、令和２年１月１７日に１万０

５７５円、同年２月２０日に４，４７５円、同年３月２３日に５，９
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６５円、同年４月２０日に７，６０５円の差し入れを受けたこと。 

（イ）本件減免申請１につき、申請日（令和元年１２月２６日。処分庁の

受付は令和２年１月６日）の７日前の令和元年１２月１９日の差し入

れにより、申請日の時点で領置金の残高は４，９５０円であったこと。 

（ウ）本件減免申請２につき、申請日（令和２年１月１８日。処分庁の受

付は同月２７日）の１日前の同月１７日の差し入れにより、申請日の

時点で領置金の残高は１万０５７５円であったこと。 

（エ）本件減免申請３につき、申請日（令和２年２月１５日。処分庁の受

付は同月２５日）の１２日前である同月３日までに物品購入等により

領置金の残高が０円となったが、同月２０日に４，４７５円の差し入

れを受けたこと。 

（オ）本件減免申請４につき、申請日（令和２年２月１０日。処分庁の受

付は同月１３日）の７日前である同月３日までに物品購入等により領

置金の残高が０円となったが、同月２０日に４，４７５円の差し入れ

を受けたこと。 

（カ）本件減免申請５につき、申請日（令和２年３月７日。処分庁の受付

は同月１３日）の５日前である同月２日までに物品購入等により領置

金の残高が０円となったが、同月２３日に５，９６５円の差し入れを

受けたこと。 

（キ）本件減免申請６につき、申請日（令和２年３月５日。処分庁の受付

は同月９日）の３日前である同月２日までに物品購入等により領置金

の残高が０円となったが、同月２３日に５，９６５円の差し入れを受

けたこと。 

（ク）本件減免申請７につき、申請日（令和２年４月３日。処分庁の受付

は同月８日）の２日前である同月１日までに物品購入等により領置金

の残高が０円となったが、同月２０日に７，６０５円の差し入れを受

けたこと。 

（ケ）本件減免申請８につき、申請日（令和２年４月２８日。処分庁の受

付は同年５月１１日）の８日前の同年４月２０日の差し入れにより、

申請日の時点で領置金の残高は４，４００円であったこと。 

イ 以上によれば、本件減免申請１、２及び８については、各減免申請を

した時点で領置金の残高が減額等を求める額を上回っていたこと、本件

減免申請３から７までについては、審査請求人は、各減免申請前に受け



 

8 

 

た差し入れを物品購入等により使い切り、各減免申請をした時点で領置

金の残高が一旦は０円になったが、いずれも、その後３週間以内には定

期的な金銭の差し入れが再開していたこと並びに一連の本件各減免申請

の前後に、数万円から百万円を超える差し入れ等を受けたことが認めら

れる。 

そして、上記のような経過に照らすと、上記領置金の使い切りは、領置

金の残高が０円又は１７円である旨の本件各領置金残高額証明書を発行し

てもらうために意図的にされたものと考えられるほか、開示実施手数料を

納付する資力がないことを理由として減免申請をしたにもかかわらず、減

免申請時の領置金の残高が減額等を求める額を上回る金額となっていた状

況が散見されること及び本件各減免申請の前後における審査請求人に対す

る金銭の差し入れ等の状況や領置金の残高状況を考え併せると、本件各領

置金残高額証明書に領置金の残高が０円又は１７円と記載されていること

をもって、本件各減免申請時に審査請求人に各開示実施手数料を納付する

資力がなかったということはできず、審査請求人には、本件各減免申請時

に各開示実施手数料を納付することができる十分な資力があったものと認

められる。 

ウ 上記ア及びイによれば、審査請求人は、本件各減免申請時に各開示実

施手数料を納付する資力がなかったとは認められない。 

（３）次に、審査請求人のその余の主張について検討する。 

ア 本件審査請求１において、審査請求人は、令和２年５月に釈放された

後は定収入がなく、第三者の援助がなければ日常の生活費すらままなら

ず、資力がないことは明らかである等と主張する（上記第１の３の

（１））。 

しかしながら、減免申請の許否は、当該申請時の資力につきそれを明ら

かにする書類等に基づき判断すべきものと解され、審査請求人の上記主張

は、釈放後の生活困窮を主張する点で、上記の観点とは異なる前提に立つ

ものであるから、採用することはできない。 

イ 本件審査請求２及び３において、審査請求人は、最新の訴訟救助決定

において司法判断により資力がないと認められていること、行政判断と

しても緊急小口資金の特例貸付の手続において、生活困難なレベルの資

力であることが認められ、貸付決定を受けている等と主張する（上記第

１の３の（２）及び（３））。 
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  上記の審査請求人の各主張のうち、緊急小口資金の特例貸付の決定を

受けているとする点について、審査請求人が提出した疎明資料によりそ

のような経緯があったとは認められるものの、当該決定は、本件各減免

申請よりも後の時点における審査請求人の経済状況に関するものである

から、本件各減免申請時に審査請求人に資力がなかったことの理由とは

ならない。 

  また、最新の訴訟救助決定において司法判断により資力がないと認め

られているとの主張について、審査請求人は、本件の審査請求書にその

ような経緯があったことを裏付ける資料を添付していないことから、事

実関係を確認することができない。 

したがって、審査請求人の上記主張は、採用することができない。 

（４）上記（２）及び（３）で検討したところによれば、審査請求人は、本件

各減免申請時に各開示実施手数料を納付する資力がなかったとは認められ

ないから、本件各減免申請拒否処分は、違法又は不当であるとはいえない。 

３ まとめ 

以上によれば、本件各審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの本

件の各諮問に係る審査庁の判断は、いずれも妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第１部会 

委   員   八   木   一   洋  

委   員   野 口   貴 公 美 

委   員   村   田   珠   美 
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別紙１ 事案の経緯 

  

 各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

１ 審査請求人は、平成３１年３月６日からＢ刑務所に収容されていた者であるが、

令和２年５月２４日に満期釈放となった。 

   （Ｃ地方裁判所令和元年（行ク）事件番号ａ訴訟救助申立事件についての同裁判

所同年１１月２０日決、領置金基帳（Ｂ刑務所）） 

 

２ 令和７年度諮問第２１号 

（１）減免申請拒否処分通知番号ｂ関係 

ア 審査請求人は、令和元年１１月２日付け（処分庁の受付は同月１１日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｃからｄまでに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和元年１２月２３日付けで、審査請求人に対し、上記開示

請求に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として７

９０円（全て複写機により白黒及びカラーで複写したものの交付を希望す

る場合）を納付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｅ）） 

ウ 審査請求人は、令和元年１２月２６日付けで（処分庁の受付は令和２年

１月６日）、処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実

施の方法等の申出をする際に、併せて、令和元年１２月２６日付け申請書

をもって、刑事施設に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令

１４条２項の規定に基づき、上記開示実施手数料７９０円について免除を

求める申請（以下「本件減免申請１」という。）をし、領置金の残高が同

月１７日時点で「１７円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高

額証明書（同月２０日付け。以下「本件領置金残高額証明書１」という。）

を提出した。 

   （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書１） 

  エ 本件減免申請１について、処分庁は、令和２年８月５日付けで、審査請

求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められないた

め」との理由を付して、免除をしないとの決定（減免申請拒否処分通知番
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号ｂ。以下「本件減免申請拒否処分１」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の免除について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｂ）） 

（２）減免申請拒否処分通知番号ｆ関係 

ア 審査請求人は、令和元年１２月１７日付け（処分庁の受付は同月２０日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｇ 

に係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年１月１７日付けで、審査請求人に対し、上記開示請

求に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として８２

０円（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）を納

付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｈ）） 

ウ 審査請求人は、令和２年１月１８日付けで（処分庁の受付は同月２７

日）、処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実施の方

法等の申出をする際に、併せて、同月１８日付け申請書をもって、刑事施

設に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定

に基づき、上記開示実施手数料８２０円について免除を求める申請（以下

「本件減免申請２」という。）をし、領置金の残高が同月６日時点で「０

円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高額証明書（同月８日付

け。以下「本件領置金残高額証明書２」という。）を提出した。 

   （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書２） 

  エ 本件減免申請２について、処分庁は、令和２年８月５日付けで、審査請

求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められないた

め」との理由を付して、免除をしないとの決定（減免申請拒否処分通知番

号ｆ。以下「本件減免申請拒否処分２」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の免除について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｆ）） 

（３）審査請求人は、令和２年８月１８日付けで、法務大臣（以下「審査庁」とい

う。）に対し、本件減免申請拒否処分１及び２を不服として審査請求（以下

「本件審査請求１」という。）をした。 
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（審査請求書） 

 

３ 令和７年度諮問第２２号 

（１）減免申請拒否処分通知番号ｉ関係 

ア 審査請求人は、令和元年１１月２８日付け（処分庁の受付は同年１２月

２日）で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開

示請求をした。 

（開示請求書（受付番号ｊからｋまでに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年２月１３日付けで、審査請求人に対し、上記開示請

求に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として３，

３７０円（全て複写機により複写したものの交付を希望する場合）を納付

するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｌ）） 

ウ 審査請求人は、令和２年２月１５日付け（処分庁の受付は同月２５日）

で、処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実施の方法

等の申出をする際に、併せて、同月１５日付け申請書をもって、刑事施設

に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定に

基づき、上記開示実施手数料３，３７０円のうち２，０００円の減額を求

める申請（以下「本件減免申請３」という。）をし、領置金の残高が同月

１０日時点で「０円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高額証

明書（同月１３日付け。以下「本件領置金残高額証明書３」という。）を

提出した。 

  （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書３） 

  エ 本件減免申請３について、処分庁は、令和２年９月２５日付けで、審査

請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められない

ため」との理由を付して、減額をしないとの決定（減免申請拒否処分通知

番号ｉ。以下「本件減免申請拒否処分３」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の減額について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｉ）） 

（２）減免申請拒否処分通知番号ｍ関係 

ア 審査請求人は、令和２年１月６日付け（処分庁の受付は同月９日）で、処

分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求をした。 
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（開示請求書（受付番号ｎからоまでに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年２月６日付けで、審査請求人に対し、上記開示請求

に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として３０円

（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）又は８２

０円（全て複写機によりカラーで複写したものの交付を希望する場合）を

納付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｐ）） 

ウ 審査請求人は、令和２年２月１０日付け（処分庁の受付は同月１３日）

で、処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実施の方法

等の申出をする際に、併せて、同月１０日付け申請書をもって、刑事施設

に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定に

基づき、上記開示実施手数料８２０円の免除を求める申請（以下「本件減

免申請４」という。）をし、領置金の残高が同月４日時点で「０円」であ

る旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高額証明書（同月６日付け。以下

「本件領置金残高額証明書４」という。）を提出した。 

   （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書４） 

  エ 本件減免申請４について、処分庁は、令和２年９月２５日付けで、審査

請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められない

ため」との理由を付して、免除をしないとの決定（減免申請拒否処分通知

番号ｍ。以下「本件減免申請拒否処分４」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の免除について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｍ）） 

（３）減免申請拒否処分通知番号ｑ関係 

ア 審査請求人は、令和元年１１月１２日付け（処分庁の受付は同月１４日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｒからｓまでに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年３月６日付けで、審査請求人に対し、上記開示請求

に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として２，９

７０円（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）又

は３，２００円（全て複写機によりカラーで複写したものの交付を希望す

る場合）納付するよう通知した。 
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（行政文書開示決定通知書（文書番号ｔ）） 

ウ 審査請求人は、令和２年３月７日付け（処分庁の受付は同月１３日）で、

処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実施の方法等の

申出をする際に、併せて、同月７日付け申請書をもって、刑事施設に収容

中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定に基づき、

上記開示実施手数料のうち受付番号ｒにつき９８０円、受付番号ｕにつき

１，７８０円、受付番号ｖにつき４４０円の免除を求める申請（以下併せ

て「本件減免申請５」という。）をし、領置金の残高が同月２日時点で

「０円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高額証明書（同月４

日付け。以下「本件領置金残高額証明書５」という。）を提出した。 

   （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書５） 

  エ 本件減免申請５について、処分庁は、令和２年９月２５日付けで、審査

請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められない

ため」との理由を付して、免除をしないとの決定（減免申請拒否処分通知

番号ｑ。以下「本件減免申請拒否処分５」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の免除について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｑ）） 

（４）減免申請拒否処分通知番号ｗ関係 

ア 審査請求人は、令和元年１２月１９日付け（処分庁の受付は同月２６日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｘからｙまでに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年２月２８日付けで、審査請求人に対し、上記開示請

求に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として１，

０３０円（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）

又は１，０４０円（全て複写機によりカラーで複写したものの交付を希望

する場合）を納付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｚ）） 

ウ 審査請求人は、令和２年３月５日付け（処分庁の受付は同月９日）で、

処分庁に対し、上記一部開示決定に係る行政文書の開示の実施の方法等の

申出をする際に、併せて、同月５日付け申請書をもって、刑事施設に収容

中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定に基づき、
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上記開示実施手数料のうち受付番号ａａにつき１，０４０円、受付番号ｙ

につき１０円の免除を求める申請（以下併せて「本件減免申請６」とい

う。）をし、領置金の残高が同月２日時点で「０円」である旨のＢ刑務所

会計課長作成の領置金残高額証明書（同月４日付け。以下「本件領置金残

高額証明書６」という。）を提出した。 

（行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書６） 

  エ 処分庁は、「行政文書開示決定通知書に係る訂正について」（令和２年

３月１７日付け事務連絡）と題する書面により、同年２月２８日付け文書

番号ｚ「行政文書開示決定通知書」の第３の１（開示の実施の方法等）に

一部誤植があるとして、受付番号ｙの開示実施手数料を無料と改めるとと

もに、本件減免申請６については受付番号ａａにつき手続を進める旨を伝

え、訂正した行政文書開示決定通知書を送付した。 

（「行政文書開示決定通知書に係る訂正について」と題する書面） 

オ 本件減免申請６について、処分庁は、令和２年９月２５日付けで、審査

請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められない

ため」との理由を付して、免除をしないとの決定（減免申請拒否処分通知

番号ｗ。以下「本件減免申請拒否処分６」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の免除について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｗ）） 

（５）審査請求人は、令和２年９月２６日付けで、審査庁に対し、本件減免申請拒

否処分３から６までを不服として審査請求（以下「本件審査請求２」という。）

をした。 

（審査請求書） 

 

４ 令和７年度諮問第２３号 

（１）減免申請拒否処分通知番号ｂｂ関係 

ア 審査請求人は、令和元年８月１６日付け（処分庁の受付は同月２０日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｃｃ、ｄｄ、ｅｅ及びｆｆからｇｇまでに係る請

求）） 

イ 処分庁は、令和２年３月３１日付けで、審査請求人に対し、上記開示請
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求に係る行政文書の一部を開示する決定をし、開示実施手数料として７，

７５０円（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）

又は８，３６０円（全て複写機によりカラーで複写したものの交付を希望

する場合）を納付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｈｈ） 

ウ 審査請求人は、令和２年４月８日付けで処分庁が受け付けた行政文書の

開示の実施の方法等の申出書により、上記一部開示決定に係る行政文書の

開示の実施の方法等の申出をし、同月３日付け申請書をもって、刑事施設

に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規定に

基づき、上記開示実施手数料のうち２，２２０円の免除及び４，０００円

の減額を求める申請（以下「本件減免申請７」という。）をし、領置金の

残高が同月１日時点で「０円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金

残高額証明書（同月６日付け。以下「本件領置金残高額証明書７」とい

う。）を提出した。 

  （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書７） 

  エ 本件減免申請７について、処分庁は、令和２年１０月１６日付けで、審

査請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められな

いため」との理由を付して、減額及び免除をしないとの決定（減免申請拒

否処分通知番号ｂｂ。以下「本件減免申請拒否処分７」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の減額及び免除について（通知）」と題する通知（減免

申請拒否処分通知番号ｂｂ）） 

（２）減免申請拒否処分通知番号ｉｉ関係 

ア 審査請求人は、令和２年２月１７日付け（処分庁の受付は同月２０日）

で、処分庁に対し、情報公開法３条の規定に基づき、行政文書の開示請求

をした。 

（開示請求書（受付番号ｊｊに係る請求）） 

イ 処分庁は、令和２年４月２８日付けで、審査請求人に対し、上記開示請

求に係る行政文書を開示する決定をし、開示実施手数料として２，７５０

円（全て複写機により白黒で複写したものの交付を希望する場合）又は２，

７７０円（全て複写機により白黒及びカラーで複写したものの交付を希望

する場合）を納付するよう通知した。 

（行政文書開示決定通知書（文書番号ｋｋ）） 
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ウ 審査請求人は、令和２年４月２８日付け（処分庁の受付は同年５月１１

日）で、処分庁に対し、上記開示決定に係る行政文書の開示の実施の方法

等の申出をする際に、併せて、同年４月２８日付け申請書をもって、刑事

施設に収容中であり資力がないとして、情報公開法施行令１４条２項の規

定に基づき、上記開示実施手数料のうち２，０００円の減額を求める申請

（以下「本件減免申請８」という。）をし、領置金の残高が同月１７日時

点で「０円」である旨のＢ刑務所会計課長作成の領置金残高額証明書（同

月２２日付け。以下「本件領置金残高額証明書８」という。）を提出した。 

   （行政文書の開示の実施方法等申出書、開示実施手数料の減額（免除）申請

書、本件領置金残高額証明書８） 

  エ 本件減免申請８について、処分庁は、令和２年１０月１６日付けで、審

査請求人に対し、「開示実施手数料を納付する資力がないとは認められな

いため」との理由を付して、減額をしないとの決定（減免申請拒否処分通

知番号ｉｉ。以下「本件減免申請拒否処分８」という。）をした。 

 （「開示実施手数料の減額について（通知）」と題する通知（減免申請拒否

処分通知番号ｉｉ）） 

（３）審査請求人は、令和２年１０月２０日付けで、審査庁に対し、本件減免申請

拒否処分７及び８を不服として審査請求（以下「本件審査請求３」といい、本

件審査請求１から本件審査請求３までを併せて「本件各審査請求」という。）

をした。 

（審査請求書） 

 （４）審査庁は、令和７年６月２４日、当審査会に対し、本件各審査請求は棄却

すべきであるとして本件の各諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 
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別紙２ 本件の各諮問に至るまでの一連の手続 

    （括弧内は、当該手続までの所要期間である。） 

 

１ 令和７年度諮問第２１号 

  本件審査請求１の受付 ：令和２年８月２０日 

審理員の指名     ：令和６年７月１９日 

              （本件審査請求１の受付から３年１０か月２９日） 

反論書の提出期限   ：同年１１月１１日 

審理員意見書の提出  ：令和７年３月１０日 

              （反論書の提出期限から３か月２７日） 

諮問         ：同年６月２４日 

              （本件審査請求１の受付から４年１０か月４日） 

 

２ 令和７年度諮問第２２号 

  本件審査請求２の受付 ：令和２年９月２９日 

  審理員の指名     ：令和６年７月１９日 

              （本件審査請求２の受付から３年９か月２０日） 

  反論書の提出期限   ：同年１１月１１日 

審理員意見書の提出  ：令和７年３月１０日 

              （反論書の提出期限から３か月２７日） 

諮問         ：同年６月２４日 

              （本件審査請求２の受付から４年８か月２６日） 

 

３ 令和７年度諮問第２３号 

 本件審査請求３の受付 ：令和２年１０月２２日 

審理員の指名     ：令和６年７月１９日 

              （本件審査請求３の受付から３年８か月２７日） 

  反論書の提出期限   ：同年１１月１１日 

  審理員意見書の提出  ：令和７年３月１０日 

              （反論書の提出期限から３か月２７日） 

  諮問         ：同年６月２４日 

              （本件審査請求３の受付から４年８か月２日） 

 


